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令和８年度事業計画及び予算の概要 

  

Ⅰ 事業計画の基本的な考え方 

 

  山形県教職員互助会は、会員、その家族（被扶養者）及び特別加入者（退職会員）の

福利向上と生活の安定、安心のため、県教育委員会や公立学校共済組合山形支部と連携

し、給付事業及び福祉事業などの各種福利厚生事業を実施する。 

 

１ 会員数、家族数及び退職互助部加入者数 

令和８年度の会員数、家族数（被扶養者）及び退職互助部加入者数は、各表のとお

りとなる見込みである。 

  

(1) 会員数 

区分 推定会員数 前年度増減 

共 済 組 合 加 入 会 員 11,137 人 △37 人 

共 済 組 合 非 加 入 会 員 186 人 0 人 

合計 11,323 人 △37 人 
※共済組合＝公立学校共済組合（以下この概要で同じ。） 

※前年度増減＝令和７年度推定会員数比 

 

(2) 家族数（被扶養者） 

区分 推定家族数 前年度増減 

共済組合に認定されている被扶養者 6,349 人 △230 人 

共済組合に加入していない会員の被扶養者 175 人 3 人 

合計 6,524 人 △227 人 
※前年度増減＝令和７年度推定家族数比 

 

(3) 退職互助部加入者数 

区分 推定加入者数 前年度増減 

現 職 加 入 者 5,276 人 △174 人 

現  職  加  入  者（期間通算者） 150 人 0 人 

特 別 加 入 者 7,705 人 △185 人 

合計 13,131 人 △359 人 
※前年度増減＝令和７年度推定加入者数比 

 

２ 会員の給料額（掛金の基礎となる額） 

 令和８年度の給料額（掛金の基礎となる額）を次のとおり推計した。 

・一般給付事業・福祉事業 

     総額 483 億 3,974 万円（１会員当たりの平均額 356,188 円） 

・退職互助部事業 

総額 262 億 8,584 万円（１会員当たりの平均額 431,538 円） 
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３ 掛金収入見込額 

令和８年度の掛金収入見込額を次のとおり推計した。 
（単位：千円） 

事業名 掛金収入額 掛金率（額） 前年度増減 

一般給付事業 66,125 掛金の基礎となる額×1.4/1,000  3,416 

福 祉 事 業 269,272 掛金の基礎となる額×5.7/1,000 13,840 

退職給付事業 106,464 月額 1,000 円 △324 

退職互助部

事    業 

現職者 

退職者 

配偶者 

155,853 

6,609 

1,470 

掛金の基礎となる額×6/1,000 

残余回数に係る未納掛金 
配偶者納入掛金（735 千円×２人） 

4,473 

△305 

△1,482 

  ※掛金の基礎となる額＝給料の月額＋教職調整額 

※育児休業者の免除及び猶予額及び産前産後休業者の免除額を控除後の額 

 

４ 事業の見直し等について 

   令和８年度の次の事業については、事業内容等を見直し、事業を実施する。 

   【一般給付事業】 

    ・出産見舞金の給付額の見直し 

現行: 会員   ５万円 → ７万円（２万円増） 

（配偶者：２万円 → 現行どおり） 

      【福祉事業】 

    ・妊婦検診費の廃止 

  現行:２万円 → 廃止 

    ・永年勤続慰労金の給付対象者の変更 

現行:会員が 20 年以上で退会（転出による退会を除く。）したときは、永年勤続 

慰労金を支給する 

→ 会員が 20 年以上で退会（転出によるもの及び懲戒処分に伴う免職又は  

解雇によるものを除く。）したときは、永年勤続慰労金を支給する。 

・育児休業取得支援給付金の事業実施時期の変更 

      現行：令和７年度まで → 令和８年度まで 

【退職給付事業】 

    ・退職生業資金割増金率の改正 

  現行:年０.０４％ → 年０.３％ 

   【貸付事業】 

    ・貸付事業における貸付利率の改正 

 現行:月利０.０７５０％（年利０.９０％） 

  → 月利０.１０７５％（年利１.２９％） 

【退職互助部事業】 

    ・退職互助部支部決算承認の見直し 

  現行：総会の議 → 理事長への報告 

 

       適用日 令和８年４月１日 
※貸付事業における新貸付利率は、令和８年３月貸付分（４月貸付分から適用） 
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Ⅱ 各会計の予算の概要について 

 １ 主要事業関係（その他会計） 

(1)  一般給付事業 

   一般給付事業は、家族（被扶養者）が病気又は負傷によって療養を受けたときに

支給する家族療養見舞金を中心に給付事業を実施する。 

 事業活動収入は、67,727 千円、事業活動支出は、68,736 千円を計上する。 

 なお、給付事業については、下表のとおり実施する。 

  ○給付事業                           （単位：件、千円） 

区分 
令和８年度 前年度（当初） 増減 

件数 金 額 件数 金 額 件数 金 額 

家族療養見舞金 6,876 30,018 7,373 32,016 △497 △1,998 

傷 病 見 舞 金 150 3,600 150 3,600 0 0 

災 害 見 舞 金 5 1,000 5 1,000 0 0 

 出 産 見 舞 金※ 260 16,220 212 9,610 48 6,610 

埋 葬 料 27 4,150 27 4,150 0 0 

合計  54,988  50,376  4,612 

 ※出産見舞金  事実発生日 令和 8.3.31 まで＠50,000 円 

事実発生日 令和 8.4.1 から＠70,000 円 

(2)  福祉事業 

      福祉事業は、現職会員が病気又は負傷によって療養を受けたときに支給する会員 

療養見舞金を中心に給付事業及び人間ドック等の福祉事業を実施する。 

        事業活動収入は、270,288 千円、事業活動支出は、259,999 千円を計上する。 

なお、給付事業及び福祉事業については、各表のとおり実施する。 

○給付事業                             （単位：件、千円） 

区分 
令和８年度 前年度（当初） 増減 

件数 金 額 件数 金 額 件数 金 額 

結 婚 祝 金 215 10,750 212 10,600 3 150 

入 学 祝 金 1,132 11,320 1,165 11,650 △33 △330 

永年勤続慰労金 350 21,000 500 30,000 △150 △9,000 

会員療養見舞金 35,384 148,236 36,760 151,953 △1,376 △3,717 

遺 児 激 励 金 18 3,000 18 3,000 0 0 

介護休業見舞金 15 3,960 10 2,640 △5 1,320 

 妊婦検診費支出 ※ 100 2,000 190 3,800 △90 △1,800 

育児休業取得支援

給 付 金 支 出 
140 2,805 42 723 98 2,082 

合計  203,071  214,366  △11,295 

 ※妊婦検診費支出 事実発生日 令和 8.3.31 まで給付 

事実発生日 令和 8.4.1 から事業廃止 
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○福祉事業                                      （単位：千円） 

区分 令和８年度 前年度（当初） 増減 備考 

人間ドック費 2,924 3,022 △98 
共済組合非加入会員対象 
１泊２日 30 人、日帰り 15 人、脳ドック 5 人 

リフレッシュ 
推 進 事 業 費 32,116 32,078 38 別紙７－２参照 

調 査 普 及 費 350 350 0 
広報誌「福利の広場」印刷代 
（年３回全会員に配布） 

相 談 事 業 費 200 200 0 会員の法律相談事業 

合計 35,590 35,650 △60  

 

(3)  退職給付事業 

   退職給付事業では、退職生業資金等の給付事業及び会員への貸付事業を実施する。 

事業活動収入は、333,281 千円、事業活動支出は、476,962 千円を計上する。 

なお、給付事業及び貸付事業については、各表のとおり実施する。 

○給付事業                        （単位：件、千円） 

区分 
令和８年度 前年度（当初） 増減 

件数 金 額 件数 金 額 件数 金 額 

退職生業資金 551 174,137 730 240,825 △179 △66,688 

         

○貸付事業                       （単位：件、千円） 

区分 令和８年度 前年度（当初） 増減 

貸付種類 件数 金額 件数 金額 件数 金額 

生 活 資 金 68 62,000 75 65,000 △7 △3,000 

入 学 資 金 12 24,000 12 24,000 0 0 

住 宅 資 金 11 49,500 6 33,300 5 16,200 

研修旅行資金 1 2,000 1 2,000 0 0 

自動 車資 金 64 117,200 59 108,800 5 8,400 

教 育 資 金 18 35,700 25 40,700 △7 △5,000 

物品購入資金 5 5,000 5 5,000 0 0 

合計 179 295,400 183 278,800 △4 16,600 

       ※貸付利率 月利 0.1075％（年利 1.29％）…令和８年３月貸付分（４月償還分）より適用 
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(4)   退職互助部事業 

   退職互助部事業では、特別加入者（退職会員）への医療費を補助する療養補助金 

を中心とした給付事業及び生きがいのある生活を送っていただくための福祉事業 

を実施する。 

事業活動収入は、183,680 千円、事業活動支出は、300,272 千円を計上する。 

なお、給付事業及び福祉事業については、各表のとおり実施する。 

  ○給付事業                        （単位：件、千円） 

区分 
令和８年度 前年度（当初） 増減 

件数 金額 件数 金額 件数 金額 

療養 補助 金 18,200 106,000 17,600 103,000 600 3,000 

脱退 一時 金 213 120,100 307 188,120 △94 △68,020 

弔 慰 金 8 4,000 8 4,000 0 0 

献 花 料 318 3,090 318 3,090 0 0 

長 寿 祝 金 146 4,380 188 5,640 △42 △1,260 

合計  237,570  303,850  △66,280 

○福祉事業                          （単位：千円） 

区分 令和８年度 前年度（当初） 増減 備考 

互助やまがた     
発 行 費 1,400 1,300 100 年２回発行 

施設利用補助費 3,000 3,000 0 
27 契約施設 
2 千円×1,500 件 

電 話 相 談 費 105 105 0 フリーダイヤル通話料 

新規特別加入者 
説 明 会 費 140 140 0 県内４箇所開催 

健康増進事業費 4,000 4,000 0 別紙７－４参照 

健康診断補助 
事 業 費 6,000 6,000 0 

特別加入者（資格取得後６年以内）を 
対象に人間ドック受検費用５万円補助 

相 談 事 業 費 200 200 0 会員の法律相談事業 

合計 14,845 14,745 100  

２  公益事業関係（実施事業等会計） 

  公益事業として、児童生徒の豊かな感性と情操教育の高揚を図るため「スクールコ 

ンサート」を県内 33 校（予定）で実施する。 

   その財源は、主要事業関係（その他会計）各事業から繰り入れる。 

                                  （単位：千円） 

区分 令和８年度 前年度（当初） 増減 備考 

スクールコンサート 7,286 7,855 △569  

３ 管理費関係（法人会計） 

この会計は、法人業務を円滑に遂行するための管理的な経費を支出する。 

その財源は、主要事業関係（その他会計）各事業から繰り入れる。 

                          （単位：千円） 

区分 令和８年度 前年度（当初） 増減 備考 

管 理 費 1,443 1,539 △96  

 


